7-9　組織検討特別委員会

1. 主な活動の記録

(1) 委員会の開催
委員会開催回数：８回
これまでに８回の委員会を開催した。
①　平成18年
8月
8日
②　平成18年
9月
13日

③　平成18年
10月
11日

④　平成18年
11月
8日

⑤　平成18年
12月
13日

⑥　平成19年
1月
10日

⑦　平成19年
2月
14日

⑧　平成19年
4月
11日

 (2) 本委員会の性格

本委員会は2005年10月に発足した特別委員会の第二次の検討委員会である。当協会設立後40年以上が経過し、建設コンサルタント登録企業は4,300社を超えた。しかしながら、公共事業の減少に伴う業績の悪化により当協会からの退会が増加する一方で、新会員の参加が少なく会員の減少が続いている。当協会の喫緊の課題のひとつは、会員数を増強し建設コンサルタント産業界における当協会の代表性を確保することである。また、地方自治体を標的とした地域連合組織の出現など様々な課題もある。本委員会は、これら課題への一対策として、協会組織のあり方を検討したものである。
(3) 委員構成

本委員会のメンバーは、第一次と同様に、高橋企画部会長を統轄として、委員長および副委員長を村田企画委員長、三百田白書委員会副委員長として、本部各部会の代表委員長及び全支部の代表委員から構成されている。昨年度は3支部の代表であったが今年度は全支部から代表委員を選出している。

(4) 委員会の活動（検討事項）

昨年度は、協会の課題を整理し、建設産業の既存組織を参考に組織形態を整理し、その特徴を一覧表に整理した。対象とした団体は、土工協、全建、日建連、全測連、全地連などである。

今年度の大きな特徴は、平成18年度版の建設コンサルタント要覧をもとに定量的な評価を行った点にある。これによって、当協会が具体的な会員拡大策をとるためのターゲットが見えてきた。組織検討上の結論としては、当協会の目的に照らして考えると、現時点では現行組織の改善が最良との回答となった。

さらに、大事なことは、支部毎に同様な定量的検討を実施したことで、支部の特徴が整理され、会員拡大のための支部の行動も見えてきたことである。

地域会員制度など慎重な対応を必要とする部分もあるが、会員資格要件の緩和策、会費の値下げ提案、会費改定の方向性、本部と支部の役割分担など踏み込んだ提案をしている部分もある。

　　協会の目的に照らしたとき、どのような改善に重点をおくかは、今後常任理事会等で議論して決めることになる。また、専業大手方式の組織への移行や各種連合体方式への移行も状況によっては必要となろうが、現状では時期尚早として、今回の提言をまとめてきた。

　　至らぬ委員会の進行役だったが、２年間の活動にお付き合いいただいた各委員に紙面を借りて感謝を表するものである。

2. 次年度の活動について

今年度で活動は終了である｡　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（組織検討特別委員会委員長　村田　和夫）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






